
  

  

報道関係者各位                            2023年 2月 9日 

一般社団法人日本テレワーク協会 

一般社団法人セキュア IoTプラットフォーム協議会 

一般社団法人日本テレワーク協会および一般社団法人セキュア IoT プラットフォーム協

議会は、野村不動産株式会社（以下「野村不動産」）が運営する法人向け時間貸しサテライト

型シェアオフィスＨ¹Ｔ（エイチワンティー）の 2 つの施設について、「安心安全テレワーク

施設認証プログラム」（以下「本プログラム」）に基づく審査を実施し、本プログラムの認証

基準に対して適合の判定をしました。 

 

本プログラムは、認証機関である一般社団法人日本テレワーク協会および一般社団法人セ

キュア IoTプラットフォーム協議会が、令和 4年 4月に発刊した「安心安全テレワーク施設

ガイドライン（第 1版）※１（以下「本ガイドライン」）」を認証基準とし、指定検査事業者※２

が情報セキュリティ監査およびネットワークと Wi-Fi の脆弱性検査を実施した結果と、作業

環境の安全性に係るセルフチェック結果をもとに、認証基準への適合性を判定するものです。

本ガイドラインは令和 3 年に認証機関が発刊した「共同利用型オフィス等で備えたいセキュ

リティ対策について（第 2版）」をもとに、産官学の専門家メンバーによる審議の上策定しま

した。 

 

認証された施設と適合レベルは、Ｈ¹Ｔ武蔵小杉北口が本プログラムの最高レベルである

プレミアムグレードを、Ｈ¹Ｔ大手町がビジネスユース上の安全が確保されているビジネス

グレードを取得しました。Ｈ¹Ｔは都内ビジネスエリアをはじめ、全国主要都市 158 か所※３

に展開し、導入企業 3,200社以上※４に上る業界屈指の規模であり、その認証取得は野村不動

産の提供する施設の評価を高めることに加え、業界全体として安心安全な施設を提供する意

識を醸成し、法人の社員等利用者および管理者が安心安全な施設を選択することにつながる

ことが期待されます。 

 

認証機関である日本テレワーク協会とセキュア IoT プラットフォーム協議会は、政府、地

方自治体のテレワーク推進施策とも連携しながら、安心安全なテレワーク施設の整備支援を

目指して、本プログラムの推進に取り組んでまいります。 

 

野村不動産のサテライト型シェアオフィス「Ｈ¹Ｔ」が、 

「安心安全テレワーク施設認証プログラム」の認証を取得 

～利用者と管理する総務・人事部門双方に向け、 

安心安全なシェアオフィス環境を提供～ 

https://japan-telework.or.jp/news/newsrelease_20230209 
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⚫ 認証取得施設 

Ｈ¹Ｔ武蔵小杉北口 

適合レベル：プレミアムグレード（★★★トリプルスター） 

神奈川県川崎市中原区小杉町 1-403 武蔵小杉タワープレイス 13階 

Ｈ¹Ｔ大手町 

適合レベル：ビジネスグレード（★★ダブルスター） 

東京都千代田区大手町 2-1-1 大手町野村ビル 21階 

 

 

⚫ 適合レベル： 

・プレミアムグレード（★★★トリプルスター）とは 

「安心安全テレワーク施設ガイドライン（第 1版）」の基本対策・応用対策に適合した高度

な情報セキュリティおよび安全な作業環境対策が構築されており、利用者が信頼してテレ

ワークできる施設のグレード。 

・ビジネスグレード（★★ダブルスター）とは 

「安心安全テレワーク施設ガイドライン（第 1版）」の基本対策に適合した情報セキュリテ

ィおよび作業環境対策が構築されており、利用者が安全にテレワークできる施設のグレー

ド。 

 

 

⚫ 認証プログラム運営体制 

 

 

 

 

 



  

  

⚫ 役割 

・一般社団法人日本テレワーク協会 

「安心安全テレワーク施設認証プログラム」認証機関 

・一般社団法人セキュア IoTプラットフォーム協議会 

「安心安全テレワーク施設認証プログラム」認証機関 

・野村不動産株式会社 

 「Ｈ¹Ｔ」の運営事業者 

 

 

※１ 安心安全テレワーク施設ガイドライン（第 1版） 

https://japan-telework.or.jp/workation_top/security/  

内のリンクからダウンロードできます。 

※２指定検査事業者の要件 

以下の要件全てを満たすこと。 

【要件】 

・ISO/IEC 27001（JIS Q 27001）等の認証取得企業。 

・経済産業省「情報セキュリティサービス審査登録制度」に基づく、情報セキュリティサ

ービス基準適合サービスリストに登録されている企業。 

・以下に例示する内容相当の資格を保有し、かつ監査・診断において一定の実務経験があ

る技術者が検査に従事すること。 

 公認情報セキュリティ監査人、公認システム監査人、CISA、システム監査技術者、 

 情報処理安全確保支援士、CEH、CISSP、CISM、GIAC等 

※３ 2023年 1月 30日現在 

※４ 2023年 1月現在 

 

【本リリースに関するお問い合せ先】  

「安心安全テレワーク施設認証プログラム」事務局 

 担当：江辺（えべ）、白水（しろうず）、瀬瀬（せせ） 

 メール：contact@secure-iot.org 

https://japan-telework.or.jp/workation_top/security/
mailto:contact@secure-iot.org

